
   平成 23 年 5 月 13 日 各 位  会 社 名  株式会社 卑弥呼 代表者名  代表取締役会長兼社長 柴田 一 （コード：9892、大阪証券取引所 JASDAQ・ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ） 問合せ先  取締役 総務部・経理部担当 舩倉 俊明 （TEL．03-5485-3711）  特別損失特別損失特別損失特別損失のののの計上計上計上計上、、、、業績予想業績予想業績予想業績予想およおよおよおよびびびび配当予想配当予想配当予想配当予想のののの修正修正修正修正にににに関関関関するおするおするおするお知知知知らせらせらせらせ        平成 23 年 3 月期連結決算において、下記の特別損失の計上を行うとともに、最近の業績動向を踏まえ、平成 23 年 2 月 7 日に公表いたしました平成 23 年 3 月期通期業績予想および配当予想を下記の通り修正いたしましたのでお知らせいたします。 記 １． 特別損失の計上について 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災および原発問題の影響を考慮し、非連結子会社である株式会社たびごこちの将来の事業展開が困難であると判断いたしました。 これにより平成 23 年 6 月 30 日をもって同社を解散することとしたため、関係会社整理損失 150 百万円を特別損失として計上いたしました。その内訳は、貸付金 100 百万円に対する全額貸倒引当金繰入処理および関係会社株式評価損失 50 百万円であります。  ２． 業績予想の修正について (１) 平成 23 年 3 月期通期連結業績予想数値の修正(平成 22 年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日)  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり当期純利益 前回発表予想(A) 百万円 6,700 百万円 750 百万円 800 百万円 350    円 銭 44.33 今回発表予想(B) 6,389 623 681 217 27.60 増減額(B-A) △310 △126 △118 △132  増減率(%) △4.6 △16.9 △14.8 △37.8  (ご参考)前期実績 (平成 22 年 3 月期) 7,105 661 760 444 56.32 (２) 平成 23 年 3 月期通期個別業績予想数値の修正(平成 22 年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日)  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり当期純利益 前回発表予想(A) 百万円 5,950 百万円 740 百万円 790 百万円 750 円 銭 95.00 今回発表予想(B) 5,634 603 663 611 77.59 増減額(B-A) △315 △136 △126 △138  増減率(%) △5.3 △18.5 △16.0 △18.5  (ご参考)前期実績 (平成 22 年 3 月期) 6,384 608 701 419 53.13  



(３) 業績予想の修正理由 ① 連結 第４四半期会計期間は連結の範囲に含める子会社がないことから、業績予想の修正理由は主に個別業績の修正によるものであります。 第３四半期連結会計期間末に連結子会社の株式の全てを売却し、連結子会社 2 社が当社グループの企業集団に該当しなくなりました。当該 2 社の第３四半期累計期間の業績を含めております。 個別業績に比べ、当期純利益が経常利益と乖離する要因は、子会社株式売却益の連結・個別の会計処理の差によるものであります。 ② 個別 当事業年度におきましては、景気回復の兆しが一部見られたものの、個人消費は本格的な回復にはいたりませんでした。さらに平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、日本経済および消費者の生活に甚大な被害をもたらしました。 このような環境のもと売上高につきましては、平成 23 年 2 月 7 日公表の業績予想に比して5.3％の減収となりました。 利益面の主な減少要因は、売上高の減少に伴う利益の減少および関係会社整理損失 150 百万円を特別損失として計上したことによるものであります。  ３． 配当予想の修正について (１) 平成 23 年 3 月期末配当予想の修正(平成 22 年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日)  年間配当金  第 1四半期末 第 2四半期末 第 3四半期末 期末 合計 前回予想 (平成 23 年 2 月 7 日発表) 円 銭 ― 円 銭 0.00 円 銭 ― 円 銭 19.00 円 銭 19.00 今回修正予想 ― 0.00 ― 25.00 25.00 当期実績 ― 0.00 ―   前期(平成22年3月期)実績 ― 0.00 ― 16.00 16.00 (平成 23 年 5 月 30 日開催予定の決算承認取締役会において正式決議の予定)  (２) 配当予想の修正理由 当社は、株主様への利益還元を経営の重要政策として位置付けており、安定的かつ継続的に業績に見合った成果の配分を行っていくことを基本方針としております。 当連結会計年度の期末配当につきましては、会社の利益配分に関する基本方針を期末配当性向20%以上から 30%以上へ変更したこと、および前期に比し、個別業績の当期純利益が大幅に増加したこと等を考慮し、期末配当予想を 1 株あたり 19 円から 25 円に修正させていただきます。                                      以 上 


